
第54期定時株主総会招集ご通知に際しての

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

①　連結株主資本等変動計算書

②　連結注記表

③　株主資本等変動計算書

④　個別注記表

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づ

き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス

http://www.twinbird.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提

供しております。

表紙



連結株主資本等変動計算書

(平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 7 年 ３ 月 １ 日 　 残 高 1,742,400 1,748,600 2,837,398 △38,812 6,289,585

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

15,399 15,399

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

1,742,400 1,748,600 2,852,797 △38,812 6,304,985

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △65,424 △65,424

当 期 純 利 益 330,906 330,906

自 己 株 式 の 取 得 △525 △525

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 265,481 △525 264,956

平成 2 8 年２月 2 9 日　残高 1,742,400 1,748,600 3,118,279 △39,337 6,569,942

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平 成 2 7 年 ３ 月 １ 日 　 残 高 99,495 1,362,518 63,552 △28,285 1,497,281 7,786,867

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

15,399

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

99,495 1,362,518 63,552 △28,285 1,497,281 7,802,266

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △65,424

当 期 純 利 益 330,906

自 己 株 式 の 取 得 △525

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△97,079 △1,193,550 △12,015 △37,866 △1,340,513 △1,340,513

連結会計年度中の変動額合計 △97,079 △1,193,550 △12,015 △37,866 △1,340,513 △1,075,556

平成 2 8 年２月 2 9 日　残高 2,415 168,968 51,536 △66,152 156,768 6,726,710
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　１社

・主要な連結子会社の名称　　　　双鳥電器（深圳）有限公司

②　非連結子会社の状況

該当なし

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

該当なし

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　　　ＳＥエンジニアリング株式会社

・持分法を適用しない理由　　　　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体として重要性がないため持分法の適用範囲から除外

しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、双鳥電器（深圳）有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ

ては、同日現在の計算書類を作成し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整をおこ

なっております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　資産の評価基準及び評価方法

イ．関係会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算出）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

ハ．デリバティブの評価方法　　　　時価法

ニ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によっており

ます。

・製品・原材料・仕掛品　　　　総平均法

・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法

②　固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く) 定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)

・自社利用のソフトウエア 社内における見込利用可能期間（３～５年）に基づく定額法

ハ．リース資産　　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法

ニ．長期前払費用　　　　　　　　　定額法
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③　引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､ 

貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

ニ．リコール損失引当金　　　　　　当社製品に係る市場回収処理（リコール）に伴う損失見込額を計上して

おります。

ホ．製品補修対策引当金　　　　　　過去の売上製品の一部について、無償の点検修理に伴う損失見込額を計

上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで

の期間に帰属させる方法については、期間定額基準を適用しております。

ロ．数理計算上の差異費用処理方法　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（15年）による定額法により翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

⑤　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末における直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子

会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

　・ヘッジ手段　　　　　　　　　為替予約取引

　・ヘッジ対象　　　　　　　　　外貨建取引

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　　内規に基づき、為替変動リスクを軽減することを目的としております。

ニ．ヘッジの有効性の評価　　　　　為替相場の変動によるキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと

想定されるためヘッジの有効性の判定は省略しております。

⑦　その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更

退職給付に関する会計基準等の適用　　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17

日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及

び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年

度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割

引率の決定方法を平均残存勤務期間に対応した長期国債の利回りを基礎

とする方法から支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定め

る経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首において、退職

給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負

債が15,399千円減少し、利益剰余金が15,399千円増加しております。

また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益に与える影響は軽微であります。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 1,257,887千円

土地 1,930,507千円

投資有価証券 114,140千円

計 3,302,534千円

上記の物件は、短期借入金1,100,000千円及び長期借入金2,174,141千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,987,969千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 9,030,000株 －株 －株 9,030,000株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 306,476株 1,383株 －株 307,859株

(注) 普通株式の自己株式の数の増加1,383株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

(3) 配当に関する事項

　①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平 成 2 7 年 ５ 月 2 2 日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 39,255 4.5 平成2 7年２月28日 平成27年５月25日

平成 2 7年 1 0月 1 3 日
取 締 役 会

普 通 株 式 26,169 3.0 平成2 7年８月31日 平成27年11月17日

　②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　平成28年５月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しており

ます。

　・配当金の総額　　　　　61,054千円

　・１株当たり配当額　　　7.0円

　・基準日　　　　　　　　平成28年２月29日

　・効力発生日　　　　　　平成28年５月30日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金調達については銀行等金融機関からの借入により調達しております。資金運用につい

ては安全性の高い金融資産に限定し運用をおこなっております。デリバティブは為替変動リスクを回避するた

めに利用し、投機的な取引はおこなっておりません。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスクならびにリスク管理体制

　預金については、主に普通預金及び定期預金であり、預入先の信用リスクに晒されておりますが、預入先は

信用度の高い金融機関であります。受取手形及び売掛金については、顧客の信用リスクに晒されておりますが、

債権管理担当者が常に取引先の信用状態を把握し、取引先ごとの期日及び残高の管理をおこなうとともに、財

務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券については、主に取引先企

業に関する株式であり、市場リスク及び信用リスクに晒されておりますが、対象となる企業について市場価格

及び財務状況を定期的に確認しております。

　支払手形及び買掛金については、１年以内の支払期日であります。社債及び借入金は、主に設備投資や運転

資金の調達を目的としたものであり、最終償還日及び返済完了日は５年以内であります。

　デリバティブは為替変動リスクに対するリスクヘッジを目的とした為替予約であります。なお、ヘッジ会計

の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性の評価の方法については、前述の「会計処理基

準に関する事項」の「ヘッジ会計の方法」に記載しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成28年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注２)参照）。

連結貸借対照表計上額（※１） 　時　　価　　(※１) 差 額

(1)現金及び預金 2,170,347千円 2,170,347千円 －千円

(2)受取手形及び売掛金 2,504,618 2,504,618 －

(3)投資有価証券
   その他有価証券

184,041 184,041 －

(4)支払手形及び買掛金 (274,404) (274,404) －

(5)短期借入金 (1,200,000) (1,200,000) －

(6)社債 (100,000) (100,207) (207)

(7)長期借入金 (2,683,703) (2,698,959) (15,256)

(8)デリバティブ取引（※２） 212,521 212,521 －

(※１)　負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(※２)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（ ）で示しております。

(注)１.金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1)現金及び預金　(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4)支払手形及び買掛金　(5)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(6)社債

　時価は元利金の合計額を同様の新規発行をおこなった場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。

(7)長期借入金

　時価は元利金の合計額を同様の新規借入をおこなった場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。
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(8)デリバティブ取引

　時価は取引金融機関から提示された価格によっております。

２.非上場株式（連結貸借対照表計上額15,290千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 771円22銭

(2) １株当たり当期純利益 37円93銭
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株主資本等変動計算書

(平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

平成27年３月１日　残高 1,742,400 1,748,600 1,748,600 2,907,464 2,907,464 △38,812 6,359,652

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

15,399 15,399 15,399

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

1,742,400 1,748,600 1,748,600 2,922,864 2,922,864 △38,812 6,375,051

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △65,424 △65,424 △65,424

当 期 純 利 益 300,891 300,891 300,891

自 己 株 式 の 取 得 △525 △525

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － 235,466 235,466 △525 234,941

平成28年２月29日　残高 1,742,400 1,748,600 1,748,600 3,158,330 3,158,330 △39,337 6,609,992

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

平成27年３月１日　残高 99,495 1,362,518 1,462,014 7,821,667

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

15,399

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

99,495 1,362,518 1,462,014 7,837,066

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △65,424

当 期 純 利 益 300,891

自 己 株 式 の 取 得 △525

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△97,079 △1,193,550 △1,290,630 △1,290,630

事業年度中の変動額合計 △97,079 △1,193,550 △1,290,630 △1,055,689

平成28年２月29日　残高 2,415 168,968 171,384 6,781,376
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．関係会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算出）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価方法　　　　　時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によっておりま

す。

・製品・原材料・仕掛品　　　　　総平均法

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)　定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法

②　無形固定資産(リース資産を除く)

・自社利用のソフトウエア　　　　社内における見込利用可能期間（３～５年）に基づく定額法

③　リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法

④　長期前払費用　　　　　　　　　　定額法

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､ 

貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（15年）による定額法により翌期から費用処理してお

ります。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

⑤　リコール損失引当金　　　　　　　当社製品に係る市場回収処理（リコール）に伴う損失見込額を計上して

おります。

⑥　製品補修対策引当金　　　　　　　過去の売上製品の一部について、無償の点検修理に伴う損失見込額を計

上しております。
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(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段　　　　　　　　　　為替予約取引

・ヘッジ対象　　　　　　　　　　外貨建取引

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　内規に基づき、為替変動リスクを軽減することを目的としております。

④　ヘッジの有効性の評価　　　　　　為替相場の変動によるキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと

想定されるためヘッジの有効性の判定は省略しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更

退職給付に関する会計基準等の適用　　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17

日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及

び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度よ

り適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率

の決定方法を平均残存勤務期間に対応した長期国債の利回りを基礎とす

る方法から支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の

加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定め

る経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首において、退職給付

債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が15,399千

円減少し、利益剰余金が15,399千円増加しております。

また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える

影響は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 1,257,887千円

土地 1,930,507千円

投資有価証券 114,140千円

計 3,302,534千円

　上記の物件は、短期借入金1,100,000千円及び長期借入金2,174,141千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,986,580千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 3,024千円

②　短期金銭債務 19,256千円

４．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高

　　営業取引による取引高 171,929千円

　　営業取引以外の取引高 19,666千円

－ 9 －

個別注記表



５．株主資本等変動計算書に関する注記

　　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 306,476株 1,383株 －株 307,859株

　(注) 普通株式の自己株式の数の増加1,383株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産・負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　　為替予約 90,740千円

　　有形固定資産 35,679千円

　　退職給付引当金 27,177千円

　　関係会社株式評価損 24,314千円

　　賞与引当金 22,277千円

　　棚卸資産 16,609千円

　　役員退職慰労引当金 15,480千円

　　未払事業税等 9,971千円

　　その他 29,551千円

繰延税金資産小計 271,804千円

評価性引当額 △54,498千円

繰延税金資産合計 217,305千円

繰延税金負債

　　為替予約 178,465千円

　　その他有価証券評価差額 2,666千円

繰延税金負債合計 181,131千円

７．関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等

種 類
会 社 等 の
名 称
または氏名

議決権等の所有
(被所有)割合
( % )

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
(千円)

科 目
期末残高

(千円)

役 員 及 び
そ の 近 親 者

野 水 重 勝
被所有
直接 3.10％

特別顧問 土地の購入 31,238 － －

(注)１.取引条件ないし取引条件の決定方針等については、不動産鑑定士の評価ならびに近隣の取引実情を参考にして

同等の価格によっております。

２.上記取引のうち取引金額には消費税等は含んでおりません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 777円49銭

(2) １株当たり当期純利益 34円49銭
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